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［研究要旨］小児がん経験者に対する長期的支援の在り方に関する実態調査の一環として、教育環

境を重点的に研究した。院内の教育環境に関しては、IT活用事業を含め、ある程度充実していると

考えられた。また、ひとつの施設では自治体への交渉により平成27年度から特別支援学校の分校化

が実現した。一方で、高校教育の充実、教員数不足や学習室の不足等、今後整備が必要であると考

えられた。 

 

Ａ．研究目的 

 平成24年2月に小児がん拠点病院（以下「拠

点病院」とする）が全国に15施設指定されたが、

小児がん医療の実態と理想の間には、依然とし

て乖離がある。今回、小児がん経験者に対する

長期的支援の在り方に関する研究の一環として

病院内教育環境の実態を明らかにすることを目

的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 研究班に参加する小児がん拠点病院 15 施設

に対し以下の統一した項目【表１】で病院内の

教育環境の実態調査を行った。 

 表1．院内学級に係る調査項目 

番号 内容 

1 院内学級・学校等の名称 

2 特別支援学校本校・分校・分教室・

訪問の区別 

3 ベッドサイド授業の有無 

4 高校教育の有無 

5 IT活用事業の有無と活用事例 

6 その他特記すべき事項 

 

調査内容は集計し、小児がん拠点病院における

教育環境の実態把握の資料とするとともに改善

すべき課題を浮き彫りにすることとした。 

 

Ｃ．研究結果 

１．院内学級・学校等の名称 

 巻末の表２を参照のこと。 

２．特別支援学校本校・分校・分教室・訪問の

区別 

 表３に調査結果をまとめた。特別支援学校に

よる教育支援は11施設、公立小中学校による特

別支援教室が４施設であった。なお、北海道大

学は現在、公立小中学校の特別支援教室である

が、小児がん拠点病院として選定されたことを

きっかけに札幌市教育委員会に交渉し、平成27

年度から特別支援学校の分校になることが決定

したとの報告があった。 

    表３．院内学級・学校の区分 

特別支援学校の本校： ２ 

特別支援学校の分校： 0 

特別支援学校の分教室： ８ 

特別支援学校の訪問： １ 

公立小中学校の特別支援教室： ４ 

 

３．ベッドサイド授業の有無 



 

 表2に示したが13施設で何らかの形でベッド

サイド授業が行われていた。 

４．高校教育の有無 

 表４に実態をまとめた。高校教育は4施設で

のみ実施されていた。各施設からの分担報告書

を参照するとわかるが、高校教育が行われてい

るところでもその内容は十分ではなかった。高

校教育が行われていない施設のうち２施設では

同施設が所属する大学の学生がボランティアで

学習支援を行っている事例も紹介された。なお、

公立小中学校の特別支援教室ではそもそも高校

教育は対象外であるため制度的に不可能である。

しかしながらそのような場合でも中学教員がサ

ービスとして学習支援が行われている事例が報

告された。また、中学生で入院し高校進学して

もなお病院生活を送っている患者で、中学教員

が引き続き高校教育支援を実施している事例も

報告があった。 

 

表４．高校教育の実態 

高校教育 

 あり： ４ （本校１、分教室２、訪問１） 

 なし： １１（本校１、分教室６、 

特別支援教室４） 

 

５．IT活用事業の有無と活用事例 

 表2で分かるように11施設から何らかの形で

のIT活用が報告されている。タブレット型端末

を用いたベッドサイド授業のみならず、ネット

ワークを活用した事例としては、テレビ会議シ

ステムを用いた他施設の院内教室との交流、ク

リーンルームと院内学級との連携、病棟のプレ

イルームと院内学校体育館とを結んだ体育祭へ

の参加等があった。 

６．その他特記すべき事項 

 表２に一部が記載されているが、今回の各施

設からの分担報告書では様々な取り組みが紹介

されている。 

 たとえば、退院前に、患者および家族、院内

学級教員、前籍校教員、医療関係者等が参加し

て復学をスムーズにする試み、入院時にも同様

の取り組みを行うこと、入院中から医療関係者

と教員が話し合う場の定期開催、AYA 世代専用

居室の設置、自治体への啓発講演会の実施と公

立高校生入院患者への訪問学習制度の開始、等

先進的な取り組みが行われていることが明らか

になった。 

 

Ｄ．考察 

 今年度、小児がん拠点病院15施設における教

育環境について調査し、実態の一部が明らかに

なった。 

まず、教員数が十分配置されていないにもか

かわらず現場の努力で教育支援を推進していこ

うという姿勢が明確になった。特に、関係者が

参加して情報共有や復学支援等が予想以上に実

施されていることがわかった。また、ひとつの

施設ではAYA世代用の居室を設けるなど配慮が

進んでいることが判明した。 

公立小中学校による特別支援教室よりも特別

支援学校による教育支援のほうが人員、内容等

多くの面で優れていることは教育専門家から常

に指摘されていることころである。また、少な

くとも小児がん拠点病院レベルなら特別支援学

校の分校を目指すべきとも指摘されている。そ

のような背景のもと、ひとつの施設で自治体教

育委員会への交渉の末、来年度から特別支援学

校の分校化が決まったという報告は大変勇気づ

けるものであった。 

今回の調査で課題も多く抽出できた。保険医

療制度の中で抗がん剤治療を入院から外来へと

シフトさせることが求められるようになってき

ている。過程で治療に専念できることのメリッ

トは大変大きいが、感染や体力等の問題で学校



 

に通うことが難しいこと、外来、入院を繰り返

すスケジュールが分かっているため、そのたび

に学籍を異動させることは大変労力を要するこ

と等課題が山積している。 

 高校教育については予想通り十分に対応でき

ていないことが判明した。高校教員が何らかの

形で関わっている施設は４施設のみであった。

その他の施設のうち２施設では大学生がボラン

ティアで支援を依頼しているところがあった。 

 その他の課題として意見が多かったのは、教

員数の絶対的不足ならびに教育スペース確保の

困難さであった。特別支援学校の分校レベルに

格上げされれば多くの課題は解消できると考え

られるが、スペースの問題や5月の生徒数で教

員数が決まるという制度等解決できないものも

多い。 

 来年度に向けては、今回の調査で浮き彫りに

なった課題をより詳細に調査すること、各施設

で独自に実施している取り組みをより詳細に調

査し情報共有することにより、小児がん拠点病

院全体の教育支援体制の底上げを図る必要があ

る。 

 

Ｅ．結論 

 小児がん拠点病院１５病院における院内学級

の教育環境について実態調査を行った。ベッド

サイド授業やIT活用の活発化、関係者による情

報共有と復学支援、自治体への交渉による特別

支援学校の分校への格上げ等進んだ取り組みも

見られたが、高校教育体制の未整備、教員数や

スペースの不足など課題も多く浮かび上がった。

以上より今後の研究の方向性が明らかになった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．学会発表・論文発表 

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし



 

 表２．院内教育環境の実態まとめ
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学
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ベ
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習
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京
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○
わ
か
ば
教
室

東
京
都
立
武
蔵
台
学
園
有
無
有
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奈
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ー
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愛
知
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養
護
特
別
支

援
学
校
施
設
内
教
育
支
援
学

校
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県
立
大
府
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学
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三
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学
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京
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学
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連
携
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11
大
阪
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立
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保
健
総
合
医
療
セ
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ー

○
大
阪
府
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羽
曳
野
支
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校
有
無
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校
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度
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身
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大
学

○
比
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原
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校
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無
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)
無
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正
式
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が
，
必
要
に
応
じ
て
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島
市
と
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は
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能
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九
州
大
学

○
小
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部
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ば
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む
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有
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で
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ド
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